
（平成２６年７月９日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会千葉地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 2 件



関東千葉国民年金 事案 4629 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 11年４月から 12年３月までの期間及び同年５月から 13年３

月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 11年４月から 12年３月まで 

            ② 平成 12年５月から 13年３月まで 

   私は、平成 10年 10月に前夫と離婚してＡ区に転居し、当時は母子家庭で

あったため、Ａ区役所の窓口で、児童扶養手当の申請手続と一緒に国民年金

及び国民健康保険の諸手続を行った。その際、担当者から、国民年金保険料

の免除申請手続は毎年度必要との説明があったため、翌年の５月に、子供の

保育所の継続手続と一緒に申立期間①の保険料の免除申請手続を行った。ま

た、申立期間②については、12 年６月＊日に夫と入籍の手続のために同区

役所を訪れた際、国民年金の担当窓口で、夫が仮釈放中であり収入の安定が

見込めなかったことから、夫の在監証明書を提出して、夫の保険料の免除申

請手続と併せて、私の保険料の免除申請手続を行った。申立期間①及び②の

保険料の免除申請手続を行っているはずであるにもかかわらず、申立期間①

及び②が未納期間とされていることは納得できない。 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人は、「平成 10 年 10 月に前夫と離婚してＡ区

に転居し、当時は母子家庭であったため、Ａ区役所の窓口で児童扶養手当の申

請手続と一緒に国民年金及び国民健康保険の諸手続を行った。その際、担当者

から、国民年金保険料の免除申請手続は毎年度必要との説明があったため、翌

年の５月に、子供の保育所の継続手続と一緒に申立期間①の保険料の免除申請

手続を行った。」と述べているところ、同区役所の回答により、平成 10 年 10

月 28 日に申立人の国民健康保険の加入届出が行われていること、及び申立人

が所持している年金手帳により、同年 10月 27日にＡ区への住所変更手続を行

った記載が確認でき、申立人は、上記国民年金及び国民健康保険の諸手続を遅



滞なく行っており、申立人の供述に不自然な点は見当たらない。 

   また、オンライン記録において、申立期間①の直前の平成 10年７月から 11

年３月までの期間が国民年金保険料の申請免除期間となっていることが確認

できる上、申立人はＡ区役所から免除申請手続は毎年度必要との説明を受けた

としており、申立人が申述する申立期間①当時の生活状況を踏まえると、申立

人は、申立期間①の保険料の免除申請手続を行ったと考えることが合理的であ

る。 

   さらに、申立期間②については、申立人は、「私は、平成 12年６月＊日に夫

と入籍の手続のためにＡ区役所を訪れた際、夫の在監証明書を提出して、国民

健康保険料の減免申請手続及び申立期間②の国民年金保険料の免除申請手続

を行った。」と述べているところ、同区役所の回答により、同日に申立人の夫

の国民健康保険の加入届出が行われていること、及び申立人が所持している年

金手帳により、氏名変更を行った記載が確認できることから、申立人が同区役

所において、国民年金被保険者の氏名変更手続を行っている一方で、国民年金

保険料の免除申請手続を行わなかったとするのは不自然である。 

   加えて、申立期間②において、申立人は夫の在監証明書を提出して国民健康

保険料の減免申請手続及び国民年金保険料の免除申請手続を行ったと述べて

おり、在監証明書という書類の特殊性を踏まえると、申立人の申述内容は申立

期間②当時の強い記憶に基づくものと考えられる上、申立人の供述は、具体的

かつ詳細であり、不自然さは無く、同証明書を提出し減免及び免除申請の手続

を行った可能性がうかがえる。 

   その上、申立人は、前夫と離婚しＡ区に転居した平成 10年 10月から現在の

夫と婚姻した 12 年６月までは母子家庭であり、申立人が所持している預金通

帳によると、平成 10年度及び 11年度に全額支給の児童扶養手当を受給してい

ること、10 年 12 月及び 11 年１月の給与振込額が３万円に満たないこと、及

び申立人の義父からの生活費の振込の記載が複数確認できることから、申立人

の主張のとおり、当時の申立人の年収は 100万円に満たなかったことが推認で

きる。 

   また、上記在監証明書によると、申立人の夫の収容期間の終期は平成 11 年

４月＊日とされている上、申立人は「当時は仮釈放中で保護観察処分を受けて

おり、仕事に制限があり、収入もほとんど無く、在監証明書を提出して免除申

請を行った。」と供述していることから、申立人及びその夫は、申立期間①及

び②において、国民年金保険料全額免除の基準を満たしていたことがうかがえ

る。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び②の

国民年金保険料を免除されていたものと認められる。 



関東千葉厚生年金 事案 5526 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①から⑦までに係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における当該期

間の標準賞与額に係る記録を、平成 15年７月 20日は 64万 3,000円、16年７

月 15 日は 20 万 3,000 円、同年 12 月 20 日は 50 万 2,000 円、17 年７月 20 日

は 49 万 2,000 円、同年 12 月 20 日は 19 万 9,000 円、18 年７月 18 日は 43 万

4,000円、同年 12月 20日は 33万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年７月 20日 

           ② 平成 16年７月 15日 

           ③ 平成 16年 12月 20日 

           ④ 平成 17年７月 20日 

           ⑤ 平成 17年 12月 20日 

           ⑥ 平成 18年７月 18日 

           ⑦ 平成 18年 12月 20日 

  私の夫のＡ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されてい

たので、調査の上、標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、「賞与は現金手渡しで、毎年７月及び 12 月に支給していた。」と回

答しているところ、申立人が受領した当該賞与を預金していたとするＢ銀行Ｃ

支店から提出された普通預金元帳及び当該賞与額を記載していた申立人の妻

のメモから判断すると、申立期間①から⑦までにおいて、Ａ社から申立人に賞



与を支給されていたものと推認できる。 

   また、複数の元同僚が所持する賞与明細書により、当該同僚は、申立期間①

から⑦までにおいてＡ社から賞与を支給され、当該賞与から厚生年金保険料

を控除されていたことが確認できる。 

   さらに、Ｄ市役所から提出された、申立人の平成 16年から 19年までの市県

民税課税台帳（15年から 18年までの給与分）に記載されている社会保険料額

は、申立人のオンライン記録における標準報酬月額に相当する社会保険料額及

び上記普通預金元帳等の金額から推認できる標準賞与額に相当する社会保険

料額の合計額を上回っていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたと認められる。 

   また、申立期間①から⑦までに係る標準賞与額については、上記普通預金元

帳等から推認できる賞与支給額から、申立期間①は 64 万 3,000 円、申立期間

②は 20 万 3,000 円、申立期間③は 50 万 2,000 円、申立期間④は 49 万 2,000

円、申立期間⑤は 19万 9,000円、申立期間⑥は 43万 4,000円、申立期間⑦は

33万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、事業主は不明と回答しており、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与に係る届出を社会保険事務所(当時)に行ったか否かに

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

行ったとは認められない。 



関東千葉厚生年金 事案 5527 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 46 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６

万 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月 16日から同年５月１日まで 

  私の年金記録を確認したところ、昭和 46年４月 16日にＡ社で資格を喪失

し、同年５月１日にＣ社で資格を取得したことになっているが、両社はＤ社

のグループ会社であり、申立期間もＡ社で勤務し、継続して厚生年金保険に

加入していたので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｅ企業年金基金が保管している申立人に係る加入者台帳及び複数の元同僚

の供述から判断すると、申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務

し（Ａ社からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

 なお、異動日については、複数の元同僚の供述から判断すると、昭和 46 年

５月１日とすることが妥当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 46

年３月の社会保険事務所(当時)の記録から、６万 4,000円とすることが妥当で

ある。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらない

ことから、行ったとは認められない。 

  

  

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5528 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和 55 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 13 万 4,000

円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年７月 29日から同年８月１日まで 

 私がＡ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が

欠落している。申立期間は、同社Ｂ支店から同社本社に異動したものであり、

継続して勤務していたので、調査の上、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、企業年金連合会から提出された申立人に係る「中脱記

録照会（回答）」及び複数の元同僚の供述から判断すると、申立人はＡ社に継

続して勤務し（同社Ｂ支店から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、異動日については、上記「中脱記録照会（回答）」及び複数の元同僚

の供述から判断すると、昭和 55年８月１日とすることが妥当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 55年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、13万 4,000円とすること

が妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっ

ている上、申立期間当時の事業主も死亡しており、これを確認できる関連資

料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得な

  

  

  



い。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらな

いことから、行ったとは認められない。 

 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、

平成 17 年７月 31 日は 29 万円、17 年 12 月 28 日は 38 万円とすることが必要

である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 31日 

          ② 平成 17年 12月 28日 

 私がＡ社において、平成 17年７月及び同年 12月に支給された賞与からは

厚生年金保険料が控除されていたはずであるにもかかわらず、私の年金記

録には当該標準賞与額の記録が無い。納得できないので、年金記録を訂正

してほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された賃金台帳（統括表）により、申立人が申立期間において、

同社から賞与を支給されたことが確認できる。 

 また、複数の元同僚から提出された申立期間の賞与明細書から、当該賞与に

係る厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

 さらに、Ｂ市から提出された、申立人に係る平成 18年の住民税賦課資料（17

年所得分）に基づく給与総支給額及び社会保険料控除額についての回答書によ

り、当該社会保険料控除額は、オンライン記録において確認できる標準報酬月

額から推認できる年間の社会保険料の合計額を上回っていることが確認でき

る。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、事業主により

賞与から厚生年金保険料を控除されていたものと認められる。 

 一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

  

  

  

  

 



 

づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額の

それぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、申立期間の標準賞与額については、上記の賃金台帳並びにＢ市

の回答書により確認及び推認できる賞与支給額又は厚生年金保険料控除額か

ら、平成 17年７月 31日は 29万円、同年 12月 28日は 38万円とすることが妥

当である。 

  なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5530 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録

を 26万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 31日 

          ② 平成 17年 12月 28日 

 私がＡ社において、平成 17年７月及び同年 12月に支給された賞与につい

て、私の年金記録には当該標準賞与額の記録が無いので、年金記録を訂正

してほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、

Ａ社から賞与を支給され、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

  一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、申立期間②の標準賞与額については、上記賞与明細書により

確認できる厚生年金保険料控除額から、26万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、これを

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

  

  

  

 



 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 

 

  ２ 申立期間①について、申立人から提出された賞与明細書により、申立人は

Ａ社から賞与を支給されたことは認められるものの、当該賞与明細書の厚生

年金保険料控除額欄は「０」となっており、当該賞与から保険料が控除され

ていないことが確認できる。 

  また、Ａ社の総務責任者は、「申立人について、平成 17年７月の賞与は支

給したが、厚生年金保険料は賞与から控除していない。」と回答している。

  このほか、申立人の主張する申立期間①に係る標準賞与額に基づく厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると

申立人が申立期間①について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

、

  

 

  

。 

  、

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5531 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を

30万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 28日 

 私がＡ社において、平成 17年 12月に支給された賞与からは厚生年金保険

料が控除されていたにもかかわらず、私の年金記録には当該標準賞与額の

記録が無い。納得できないので、年金記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間においてＡ社

から賞与を支給され、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

 一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額の

それぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

 したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与明細書により確認

できる厚生年金保険料控除額から 30万円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

  

  

  

  

 



 

関東千葉厚生年金 事案 5532 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、

平成 16年 12月 28日は 53万 1,000円、17年７月 31日は 44万円、同年 12月

28日は 34万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 12月 28日 

           ② 平成 17年７月 31日 

           ③ 平成 17年 12月 28日 

  私がＡ社において、平成 16年 12月、17年７月及び同年 12月に支給され

た賞与からは厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、私の年金

記録には当該標準賞与額の記録が無い。納得できないので、年金記録を訂

正してほしい。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、Ａ

社から賞与を支給され、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

 一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額の

それぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

 したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与明細書により確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成 16年 12月 28日は 53万 1,000円、17

年７月 31日は 44万円、同年 12月 28日は 34万円とすることが妥当である。 

  

  

 



 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 

 



関東千葉国民年金 事案 4630 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年８月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年８月から 53年３月まで 

  私には兄が二人おり、兄たちは 20 歳になったときに、父に国民年金の加

入手続を行ってもらい、しばらくの間は国民年金保険料も納付してもらって

いたと、兄たちから聞いている。私の国民年金についても、兄たちと同様に、

私が 20 歳になったときに父が加入手続を行い、就職するまでの間、保険料

を納付してくれたはずであるのにもかかわらず、申立期間が国民年金の未加

入期間とされていることは納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「私が 20歳になったときに父が国民年金の加入手続を行い、就職

するまでの間、国民年金保険料を納付してくれた。」と主張している。 

 しかし、申立期間においては国民年金の加入手続を行った場合、国民年金被

保険者となる者に国民年金手帳記号番号が払い出されていたところ、申立人

が所持する年金手帳には、国民年金の記号番号及び国民年金被保険者となっ

た日が記載されていない上、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年

金手帳記号番号払出簿検索システムによる調査の結果、申立人に手帳記号番

号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらず、申立人は国民年金

に未加入であり、制度上、申立期間の保険料を納付することができない。 

 また、申立人は国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納付に

直接関与しておらず、加入手続及び保険料の納付を行っていたとする申立人

の父は既に亡くなっていることから、申立人の加入手続及び申立期間の保険

料納付の状況は不明である。 

 このほか、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

  

  

  

  



関東千葉国民年金 事案 4631 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年４月から同年６月までの期間、53 年４月から 54 年３月

までの期間及び 57年 10月から 58年３月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52年４月から同年６月まで 

          ② 昭和 53年４月から 54年３月まで 

          ③ 昭和 57年 10月から 58年３月まで 

 私は、申立期間当時、同じ会社に勤務しており、国民年金保険料を口座振

替で納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることは納得できな

い。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間当時の仕事は、平日に週１回の休みであり、休日に金

融機関へ行った記憶は無いため、国民年金保険料は口座振替で納付していたと

思う。」と申述しているが、口座振替をしていた金融機関名、口座振替開始時

期等について、申立人の記憶は必ずしも明確ではなく、申立期間に係る国民年

金保険料の納付状況は不明である。 

 また、申立人に係る国民年金被保険者台帳の国民年金保険料に関する記録欄

に申立期間の保険料が納付された記録は無く、オンライン記録と一致している。 

 さらに、申立期間の国民年金保険料を口座振替により納付する場合、申立期

間当時の保険料は年４回の納付期限に基づき、通常、３か月ごとに保険料を納

付することとなっており、申立期間（21 か月）の保険料を全て納付するには

合計７回の口座振替が行われる必要があるところ、金融機関の収納業務及び行

政側の年金記録事務において、複数回にわたり事務処理を誤ったとは考え難い。 

 加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書、預金通帳等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  

  

  

  



関東千葉国民年金 事案 4632 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56年７月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年７月から 61年３月まで 

 私は、申立期間当時大学生であったが、私の母が区の広報を見て、大学生

でも 20歳になれば国民年金に加入できると知り、昭和 56年＊月頃にＡ区役

所Ｂ出張所（当時）で母が私の加入手続を行い、就職するまでの間、国民年

金保険料を納付してくれた。また、私は、61 年４月に就職したときに、既

に持っていた年金手帳を会社に預けたことをはっきりと記憶している。申立

期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「母が昭和 56年＊月頃に私の国民年金の加入手続を行い、就職す

るまでの間、国民年金保険料を納付してくれた。」と主張している。 

 しかし、オンライン記録において、申立人の申立期間に係る国民年金被保険

者資格取得日（昭和 56 年７月 15 日）及び被保険者資格喪失日（61 年４月１

日）は、平成５年 10 月 19 日に入力処理されていることを踏まえると、申立

人の国民年金の加入手続は同年 10月頃に行われたものと推認されることから、

申立人の主張と相違する上、当該加入手続が行われるまで、申立人は国民年

金に未加入であり、申立人の母が申立期間当時に国民年金保険料を納付する

ことはできなかったものと考えられる。 

 また、申立人の国民年金加入手続が行われたと推認される平成５年 10 月時

点を基準にすると、申立期間の国民年金保険料は時効により納付することが

できない。 

 さらに、申立人は「昭和 61 年４月に就職したときに、既に持っていた年金

手帳を会社に預けた。」と主張しているところ、申立人が唯一所持する年金手

帳には厚生年金保険記号番号及び厚生年金保険被保険者となった日「昭和 61

  

  

  



年４月１日」が記載されているほかに、国民年金手帳記号番号が記載されて

いるものの、この国民年金手帳記号番号は、前述の平成５年 10月頃に払い出

されたと推認される記号番号であり、申立人が申立期間において居住してい

たとされるＡ区の住所の記載は無く、最初の住所欄にはＢ区の住所が記載さ

れ、国民年金の記録欄にも「Ｂ区」の押印が確認できることから、当該年金

手帳は、申立人が昭和 61年４月１日に厚生年金保険被保険者となった際に交

付され、その後、転居したＢ区居住中の平成５年 10月頃に国民年金被保険者

となったことにより、当該年金手帳に国民年金手帳記号番号、同区の住所等

が記載されたものと推認される。 

  加えて、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出

簿検索システムによる調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

  このほか、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 

 



関東千葉国民年金 事案 4633 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和57年４月から58年３月までの付加保険料を含む国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 58年３月まで 

 私は、昭和 55 年３月末で勤めを辞めた際、夫から国民年金の加入を勧め

られ、同年４月頃、Ａ市役所で夫が私の国民年金の任意加入手続及び付加保

険料の納付の申出を行ってくれた。加入して以降、申立期間を含む定額保険

料及び付加保険料は夫が納付書により納付したはずである。私も夫も途中で、

任意加入被保険者の資格喪失の申出を行った記憶は無く、申立期間が未加入

期間とされていることは納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人及び申立人の夫は、「国民年金の任意加入被保険者の資格喪失の申出

を行った記憶は無い。」と主張しているが、申立人に係るＡ市の国民年金被保

険者名簿では、昭和 57 年４月１日に国民年金任意加入被保険者の資格を喪失

したことが確認でき、喪失事由欄に「申」と記されていることから、当該資格

喪失処理は被保険者からの申出に基づき行われたことがうかがえる。 

 また、申立期間は国民年金に未加入の期間となることから、申立期間は付加

保険料を含む国民年金保険料を納付することができない期間である上、上記被

保険者名簿の資格記録及び納付記録はオンライン記録と一致している。 

 さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料納付に直接関与

しておらず、申立人の加入手続及び保険料を納付したとする申立人の夫は、「妻

の保険料は、勤め先の昼休みを利用して納付した。」と述べているものの、納

付場所、納付期間等に関する記憶が明確ではなく、申立期間の保険料の納付状

況は不明である。 

 加えて、申立人が申立期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の付

  

  

  



加保険料を含む保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5533 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年９月１日から 43年９月１日まで 

           ② 昭和 43年９月１日から同年 11月１日まで 

  私は、昭和42年９月１日から43年９月１日までＡ市にあったＢ事業所に、

同年９月１日から同年 11 月１日までＣ事業所に、それぞれ臨時職員として

フルタイム勤務したが、この期間の厚生年金保険被保険者記録が無いことに

納得できない。給与から、厚生年金保険料が控除されていたはずであり、申

立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ｄ県知事発行の在籍証明書により、申立人は、Ｂ事

業所に臨時職員として勤務していたことは確認できる。 

  しかし、Ｂ事業所に係る事業所記号簿及び健康保険厚生年金保険被保険者

名簿によると、当該事業所は昭和 33年 12月１日に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっていることから、申立期間①は適用事業所ではなかったこと

が確認できる。 

  また、Ｄ県は、「Ｂ事業所に係る申立人の人事記録等は保存されていない。

また、申立期間①当時、当該事業所を厚生年金保険の適用事業所としていた

か否か、申立人を厚生年金保険に加入させていたか否かについては不明。」

と回答している。 

  さらに、Ｂ事業所に臨時職員として勤務した元同僚は、当該事務所に勤務

してから約３年は、厚生年金保険に加入していなかった旨供述している。 

  このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  

  

  

  

 



  ２ 申立期間②について、上記の在籍証明書により、申立人は、Ｃ事業所に臨

時職員として勤務していたことは確認できる。 

  しかし、オンライン記録によると、Ｃ事業所は昭和 45年 10月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっていることから、申立期間②は適用事業所では

なかったことが確認できる。 

  また、上記のＤ県は、「Ｃ事業所に係る申立人の人事記録等は保存されて

いない。また、申立期間②当時、当該事業所を厚生年金保険の適用事業所と

していたか否か、申立人を厚生年金保険に加入させていたか否かについては

不明。」と回答している。 

  さらに、申立人が元同僚として氏名を挙げた二人に照会したところ、両人

とも申立人のことは覚えているものの、申立人の厚生年金保険料の控除につ

いては不明と供述している。 

  このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  

  

  

  

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東千葉厚生年金 事案 5534 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年４月から 45年８月まで 

           ② 昭和 48年３月から 50年８月まで 

           ③ 昭和 51年３月から平成 14年１月まで 

  私は、申立期間①はＡ社に、申立期間②はＢ社に、申立期間③はＣ社にそ

れぞれ勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、元同僚の供述から、期間は特定できないものの、申

立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

  しかし、オンライン記録によると、Ｄ区に所在するＡ社という名称の事業

所が厚生年金保険の適用事業所であった記録は確認できない。 

  また、上記元同僚は、「申立期間①当時、Ａ社は厚生年金保険に加入して

いなかった。」と供述している上、当該元同僚が所持する昭和 42年３月の当

該事業所の給与明細書では、厚生年金保険料が控除されていないことが確認

できる。 

  このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  

  

  

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、「Ｂ社に昭和 46 年１月から 50 年８月ま

で勤務していた。」と申し立てている。 

  しかし、Ｂ社は昭和 55年６月 15日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、元事業主の所在は不明であることから、申立人に係る申立期

間②の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができな

い。 

  



    また、Ｂ社において、申立期間②当時在籍した元同僚に照会したところ、

申立人のことを覚えている者はいるものの、申立人の勤務期間等について具

体的な供述は得られなかった。 

  さらに、申立人の雇用保険の加入記録は、昭和 46 年１月５日に資格取得

し、48 年３月７日に離職したと記録されており、当該記録は厚生年金保険

の被保険者記録と符合している。 

  このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  

  

 

  ３ 申立期間③について、申立人は、「昭和 51 年３月から平成 14 年１月まで

Ｃ社に勤務していた。」と申し立てている。 

  しかし、オンライン記録によると、Ｅ市に所在したＣ社という名称の事業

所が厚生年金保険の適用事業所であった記録は確認できない。 

  また、Ｃ社の元事業主は、「Ｃ社は厚生年金保険の適用事業所としての届

出を行っていなかったので、申立人の厚生年金保険の資格取得手続は行って

おらず、給与から厚生年金保険料は控除していない。」と回答している。 

  さらに、上記元事業主は、「申立人の勤務期間は平成 12年４月から 14 年

１月頃までであったと思う。」と回答しているところ、申立人の雇用保険の

加入記録は、Ｃ社の関連会社であったＦ社において、12 年４月１日に資格

取得し、14年１月 31日に離職したと記録されていることが確認できる。 

  このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  

  

  

  

 

  ４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 




